
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事業費の

金額
(千 円)

令和 2年度  事 業 報 告 書

令和 2年 4月 1日 から令和 3年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構

1 事業の成果
令和 2年度は、前年に現役の警視庁警察官 1名 の派遣を受ける等、事務局の体制を強化した。加えて

資金面では会員及び新規会員から多大な協力を頂いた。事業としては2017年 の「万引対策強化宣言」に

基き推進している各プロジェクトの活動をさらに推進し、それぞれが実行段階に入つた。また、2021年

1月 26日 、当機構は「認定個人情報保護団体」に認定された。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【52, 655】 千円)

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

(千円)

調査研究活動 第13回全国小売業不明ロス
・店舗セキュリティ実態調
査、全国万引対策実態調査
,0,Oσ〕昼ヨ1市 ^

令和2年4月 ～

令和3年 3月 て実施
5人 全国の小中高

校関係者及び

小売業関係者
黎(li n00人

633

建議提言活動 マイバッグ使用マナーのポ
スター作成・提言.イ ンタ
ーネット委員会活動。緊急

通報システムプロジェクト

令和2年4月 ～

令和3年 3月

)

ら全国に

けて実施

15人 全 国 の 消 費
者、小売業、

防犯団体、報
道機関等多数

5, 164

普及啓発活動高齢者万引防止プログラム

策定委員会活動。2020年度
ロス対策年間チャー ト、損
害賠償請求の手引の配布.

令和2年4月 ～

令和3年 3月

本部 (東京)

から全国に向
けて実施

20人 全国の小売業
団体、警察、

報道機関等約
2,000人

4 429

教育研修活動 LP教 育制度作成委員会活

動、各種研修会等への講師

派遣等。

令和2年4月 ～

令和3年 3月

本部 (東京)

及び全国各地
20人 全国の小売業

団体、地元警
察等多数

4
8

1 94

令和2年 4月 ～

令和3年 3月

本部 (東京) 6人 全国の関係者
多数

481

(2)その他の事業

書綿 」V



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 2年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が△塾場合)

1犯罪防.

5,310,0001
6,500,0001

正会員受取会費
特別支援会員受取会費

受 2,777,0941

41,700,0001

|

売 上

受託事業収益 4,252,6001

594,1781

講演料収入
受取利息

6321836
1,235,622
4,428,754

41,948,204
481,112

建議提 費

普及推進事業費
教育研修事業費
情報収集・提供事業費

102,250売上原価
2

給料手当
通勤費
法定福利費
福利厚生費

地代家賃
会議費
旅費交通費
通信運搬費
備品 。消耗品費
広告宣伝費
新聞図書費
接待交際費
減価償却費
諸会費

支払手数料

租税公課
外注費

1,050,000
371,7431

116,6691

過年度損益修正益

災書損失

52,756,94`

5,135,342



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 2年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

万特定

目

91348, 1881

293,885
0

現金預金
未収金
棚卸資産

(1)有形固定資産

車両運搬具
什器備品

(2「薫形面更憂産
ソフトウェア

借地権

(3)函 て75面テ:層西
敷金
長期貸付金

，

』

( )

【́

【A】 資 産 合 計 ①+② 9,642,073

未払金
預り金

)

01

0
長期借入金
退職給付引当金

+

彎 の

財
一増

熊

一リ

繰
主

:正

t財

■■」2ユコ雪 1

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 9,642,073



16

令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定身に賞王り活動法人全国万弓鵬 堕上機構 ___

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 、2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)に
よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当ありません。

(2)固定資産の減価償却の方法
該当ありません。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

該当ありませ
ん。

引当金

(4)私設の提供等の物的サービスを受入れた場合の会計処理

私設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています。

(5)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

害 鋼 」V佳 輝 壮
合 計事業部門計 管理部門

調杏研究 建議掃言科 目

10,204,574 62196115185, 163,788

4.428 754

842, 196 5, 135,3423,421,637 38,639 4,293, 1420,728 360,624

842. 196 5. 135.3424.293. 146

4,237,878 5,069,232415,312 3bb,981 3,377,589 38, 141

8_531.024
「

~ 886:040
716.605

1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

51,518

当

その他経費計
経常費用計

算 定 方 滋内 容 金 額



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事

項
事業費と管理費の按分方法

経常費用合計62,96L518円 のうち、事業費52,654,694円 (83.6%)、 管理費10,204,574円 (16.4%)

その他の事業に係る資産の状況

０
０

当 副 減 少内 容

合計

日高羅霧罰躙期末取得価額 l科 日

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合 計

当期借 入 |科 目

合 計

計算書類 に

計上 され た
金箱

と員
引

役
取

ヽ
の

内 困、近親 者

及び支配法
人ルの 酌 弓l

科 日

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度特定非営利活動に係る事業 会計財産 銀

令和3年 3月 31日現在

特定非営利活動法人 全国万引犯罪防止機構

口
〓

科 目 金    額   (単位 :円 )

0

5,654,315

2,412,016

1,281,857

293,885

ｎ
ｕ

ｎ
ｕ
　
ｎ
υ

9,348: 188

293,885

ｎ

υ

ｎ

υ

ｎ

υ

9,642,073

9,642,073

9,642,()73

I 資産の部
1 流動資産

現金預金

現金

普通預金 みずほ銀行四谷支店

普通預金 三菱UFJ銀行四谷支店

ゆうちょ銀行

未収金

事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債

短期借入金

令和3年度会費前受金

預り金 (未払い金)

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

地

物

土

建

車両運搬具

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

退職給与引当金



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和2年度 年間役員名簿

令和2年 4月 1日 から令和3年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構

役 名 氏   名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 タケハナユタカ
け花豊

令和2年 4月 1日 ～

令和3年3月 31日
無 し

理事

カトウカズヒロ

加藤和裕

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無し

理事

ミツザネアキラ

光員章

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

理事

ワカマツオサム

若松修

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無し

理事

ヤハタヒデジ
矢幡秀治

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

理事

イシダタケヒコ

石田岳彦

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

理事

ナトウヒジリ

庄藤聖

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

理事

フクイコウ

福井昂

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無し

理事

マスイトクタロウ

噌井徳太郎

年4月 1日

3年 3月 31日
し

理事

タナカノリマサ

田中法昌

2 4月 1日
し

3年 3月 31日



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和2年度 年間役員名簿

令和2年 4月 1日 から令和3年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構

役 名 氏   名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事

キクマユキノ

菊間千乃

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

理事

フクシマカツオミ

福島克臣

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無し

理事

オウガマサヒロ

相賀昌宏

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

理事

オウミハジメ

近江元

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

理事

ヤマウチヒロシ

山内浩司

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

理事

イナモトヨシノリ

稲本義範

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

理事

ヒグチタテシ

樋口建史

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

理事

トヨカワナホ

豊川奈帆

和2年 4月 1日

和3`年 3月 31日

理事

ヨシカワノリアキ

吉川徳明

2 月 17日
し

年 3月 31日

理事

ヨシダススム

吉田奨

2年 6月 17日

3年 3月 31日
七2し

無 し



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和2年度 年間役員名簿

令和2年4月 1日 から令和3年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構

役 名 氏    名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事

イタミトシヒコ

伊丹俊彦

令和2年 6月 17日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

監事

コバヤシヨシノリ
小林好則

令和 2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

監事

イナガキミノル

稲垣稔

令和 2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社員名簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

令和3年 3月 3:日 現在

特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構

氏   名

Ⅲコ団圃

2 堕日聖

3
椎名日出男

4 渋谷二三夫

ｒ
Ｏ

顔沢外茂幸

6 内藤正美

7 面墓コ塑

B 福井昂

9
山村秀彦

10
米本晶子

11

12


